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１．観測データ収集及び情報伝達に係る課題



地震観測点の障害と復旧の状況
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津波観測点の障害と復旧の状況

東北地方太平洋沖地震の後データ断となった津波観測点数の推移

気象庁が管理する津波観測施設における障害の原因
・観測施設流出 ３
・観測機器障害 ２
・通信回線断 １
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解除の判断
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13日

隣接する潮位データから判断

塩釜（第二管区海上保安部海洋情報部海洋調査
課)および気象庁機動班による目視情報

日本海側など
注意報へ

大津波一部解除

大津波すべて解
除

津波警報すべて
解除

津波注意報すべて
解除

解除の判断：

解除時のデータ断状況

解除に利用できた観測点

解除に利用できなかった観測点
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課題と対処
（23年度一次補正予
算にて対処）

●非常用通信回線の強化
・従来は地上回線のみだったものに衛星通信回線を追加

地震・津波観測点の通信回線
が地上回線のみ

停電対策のバッテリー稼働時
間は長いもので48時間程度ま
で

検潮儀は水没すると観測不
能

現状

●長期停電対策の強化
・バッテリーを3～48時間程度のものから72時間へ（地震・津波観測点）

●

（まとめ）通信断、機器損壊、長期停電などによる地震・津波観測点からのデータ断

●津波観測施設の強化
・通信機器等の耐水性・耐衝撃性の増強、地震動や水没による影響が少ない電波式
検潮儀への更新、巨大津波観測計の増設

大きな揺れ、津波による通信
断が多発

長期間停電により、当初稼働し
ていた観測施設が作動停止

津波観測施設が
津波による水没等
のため観測不能に

今回発生した現象

●

●

●

●

●

地震活動監視（緊
急地震速報な
ど）、津波実況監
視に支障

地震発生後、地震観測点約20地点、津波観測点25地
点からのデータが断

データ断

●観測施設の損傷、停電、伝送網の断などに備えた機動観測体制の構築
・機動型津波観測機器の整備
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気象庁からの津波警報伝達状況

送信元（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １２ ０ ０

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １１ ０ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報（１４：４９）

県（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １１ １ ０

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １０ １ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報切り上げ（１５：１４）

県（伝達先機関数） 通常の手段で伝達 代替手段で伝達（FAX、手交） 不達

青森地方気象台（１０） ８ １ １

盛岡地方気象台（１２） １０ ０ ２

仙台管区気象台（１６） １２ ４ ０

福島地方気象台（１１） １０ １ ０

水戸地方気象台（４） ４ ０ ０

銚子地方気象台（５） ４ １ ０

津波警報切り上げ（１５：３０）

※２

※２

※２ 陸上自衛隊第９師団司令部

※２

※３、４

※３，４ 釜石海上保安部、FM岩手

※１

※１

※１

※１ 気象業務法及び地域防災計画で定める伝達先へ津波警報を伝達するため整備した防災情報提供システムによる伝達

東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた勉強会（第１回）資料より

7



津波警報等と避難行動に関する調査①

聞いた情報と入手先（津波警報（大津波）の入手先）

聞いた情報と入手先（聞いた情報の内容）

○ 津波警報（大津波）を聞いた人９割、予想される津波の高さを聞いた人５割
○ 情報入手先はラジオ、防災無線、消防車・広報車が多い。

環境防災総合政策研究機構「東北地方・太平洋沖地震、津波に関するアンケート調査速報より

東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた勉強会（第１回）資料より 8



津波警報等と避難行動に関する調査②

○ 予想される津波の高さの更新(15:14,15:31)が多くの住民に伝わっていない

「予想される津波の高さ」について住民が知っていた内容

注）15:14に津波警報更新、15:14に岩手3m→6m、宮城6m→10m以上
15:30に津波警報更新、15:31に岩手6m→10m以上

※ 環境防災総合政策研究機構「東北地方・太平洋沖地震、津波に関するアンケート調査速報より

東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた勉強会（第１回）資料より
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課題 ●最新の津波警報等の情報が住民に確実に伝わるために

（まとめ）警報・情報の確実な伝達

・TV、ラジオ、防災無線、携帯電話等、各手段の特徴を活かした多様な伝達手段の確保と普及、強化
・気象庁から関係機関への確実な伝達と、住民への伝達の役割を担う自治体等防災機関や伝達手段を有
する通信関係機関それぞれへの任務徹底の呼びかけ。

H15年度「緊急防災情報に関する調査」（内閣府、消防庁、気象庁）より

気象庁から都道府県、メディア等

には津波警報は概ね伝達。

津波警報（大津波）は伝わったが

警報の更新が伝わらなかった

ケースあり。※

住民の通常の情報入手手段が使

えなかったケースあり。

（地震後の停電によりテレビが使

えなかった、固定電話や携帯電

話が使えなかった、等）※

今回の状況
●

●

●

※ 環境防災総合政策研究機構「東北地方・太平洋
沖地震、津波に関するアンケート調査速報より

東北地方太平洋沖地震による津波被害を踏まえた津波警報改善に向けた勉強会（第１回）資料より 10
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２．津波警報の改善
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東北地方太平洋沖地震における津波警報の課題

【東北地方太平洋沖地震発生直後における津波警報等の発表状況】

第２報：地震発生後２８分第１報：地震発生後３分で発表

速
や
か
に
津
波
監
視
を
開
始

沖合の津波観測データに
基づき発表

1 地震発生３分後に発表した津波警報第１報での地震規模推定が過小評価。
2 第１報で発表した「予想される津波の高さ３ｍ」が避難の遅れに繋がったと考えられる。
3 広帯域地震計が振り切れ、地震の規模（マグニチュード,Ｍ）の精査ができなかった。また、
沖合津波計のデータを利用した津波警報更新の手段が不十分であった。

4 観測結果「第１波0.2m」等の情報が、避難の遅れや中断に繋がったと考えられる。

実際の津波の高さ分布

主 要 課 題

岩手予想：3m
宮城予想：6m
福島予想：3m

岩手予想：6m
宮城予想：10m以上
福島予想：6m

３分で求めた地震の
規模M7.9に基づき発表

津波警報

津波注意報

大津波

津波

有識者や関係防災機関等のご意見を踏まえ、
津波警報改善に向けての方策を検討した。



津波警報・情報のあり方の基本方針

○ 早期警戒

第１報の迅速性は確保。確度を高めた警報へ更新していく。

○ 安全サイド

津波波源の推定の不確定性の幅の中で安全サイドに立った警報発表。

なお、「強い揺れを感じたら自らの判断で逃げる」という基本を周知徹底したうえ
で、基本方針のもと、数十年から数百年に１回というような大津波にも的確に対応
できるようにする。

一方、頻繁に発表されるM8程度以下の地震に対する津波警報・注意報の確度
を高めるよう努める。
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津波警報改善の方向性（平成２３年９月１２日公表）

改善後

技術的改善の効果

地震の規模（気象庁マグニチュード）推定

津波警報第１報の発表

○地震規模過小評価認識・概
算値算出手法導入
○海域毎最大マグニチュード
設定

地震の規模（モーメントマグニチュード）、発
震機構（正・逆・横ずれ断層の種類）推定

地
震
発
生

津波警報更新報の発表

○巨大地震まで測定可能な
国内広帯域地震計の活用
○手法改良

沖合津波計による津波の早期検知、津波
規模の正確な予測

○沖合津波計の更なる活用
○手法開発

より確度の高い更新報の
迅速確実な発表

早期警戒・安全サイドが基本
ある程度の過大評価は避けられな
いが、早期警戒・避難を第一とする。

地震・津波規模推定の精度が高ま
り次第、より確度の高い警報に更新
し、不要な避難の早期解除等につな
げる。

これにより、早期警戒の実効性を
担保し、津波警報への信頼を高め
る。

課題：「M7.9」を過小と認識できな
かった。

課題：国内の広帯域地震計データ
がすべて測定範囲を超えたため、
モーメントマグニチュードの計算に
時間を要した。

課題：沖合津波計データに基づく
津波警報更新手法が不十分で
あった。

警報発表の課題と改善策

第１報：地震発生後３分で発表
想定最大Mを用いる。

岩手：10m超
宮城：10m超
福島：10m超
・・・・：10m超平成23年度３次補正予算

M:8.8

更新報：地震発生後15分で精
度の高いMを求める。

岩手：巨大な津波
宮城：巨大な津波
福島：巨大な津波
・・・・・・・・

M8を超える規模
（想定M8.8）

津波警報発表の流れと技術的改善の効果

過小評価を最大限
回避した第１報発表

津波警報

津波注意報

大津波

津波

定性的表現で非常事態
であることを呼びかけ、
最大限の避難を誘導

数値表現で津波の予想
高さを伝え、適切な避難
を誘導
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地震規模の過小評価の可能性を速やかに認識する監視手法の例

2003年十勝沖地震（M8.0）

2011年東北地方太平洋沖地震（M9.0） 強震域の広がりから地震の規模を推定し、
気象庁マグニチュードの値と比較。

すべり分布はYoshida et al. (2011)による
コンター間隔は5m

すべり分布は吉田(2005)による
コンター間隔は1m

時間の経過と
ともに揺れが
伝わっていく様子

M8.0相当の
強震域の広がり
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地震発生

津波警報
（地震発生から３分以内）

広帯域強震計の
観測データを含め

再評価

ケーブル式海底水圧計（気象庁、東大、JAMSTEC）
国交省港湾局GPS波浪計
DONET（ケーブル式、JAMSTEC）

今後、関係省庁と連携して
重点的に観測を強化する海域

３次補正で８０ヶ所に整
備する広帯域強震計に
よる長周期成分の観測

広帯域強震計による巨大地震の規模の早期把握と沖合津波観測網の強化

津波警報続報
（地震発生から15分程度）

１５分以内に巨大地震のマグニチュードを
精度良く把握し、適切な津波警報を発表する。

沖合津波観測網の強化強震動でも振り切れない広帯域強震計
による国内地震観測網の強化

国内地震観測網
による速報

３次補正で東北地方
太平洋沖３ヶ所へ、

ブイ式海底津波計の
整備等

より確度の高い津波警報とその更新報を、迅速
確実に発表する。
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「津波警報の発表基準等と情報文に関する提言」の概要（平成２４年２月７日公表）

○津波警報等の発表基準と津波の高さ予想の区分

○津波観測情報の内容と表現方法

警報・注意報の
分類

現行 改善案
第1波 最大波 第1波 最大波

津波警報（大津波）
・第1波の到達時刻
・押し 引き
・第1波の高さ

すべて数値で発表
（ごく小さい場合は

「微弱」）

・第1波の到達時刻
・押し 引き

観測値＞1m （それ以下は
「観測中」等、定性的表現）

津波警報（津波）
観測値≧0.2m（それ未満は
「観測中」等、定性的表現）

津波注意報
すべて数値で発表（ごく小さ
い場合は「微弱」）

警報・注意報の分類
現行 改善案

発表される
津波の高さ

表現 津波高さ予想の
区分数値 定性的表現

警報
大津波

10 m 以上、 8 m、
6 m、4 m、3 m

10 m 超
巨大

10 m 超
10 m 5 m ～ 10 m
5 m 3 m ～ 5 m

津波 2 m、1 m 3 m 高い 1 m ～ 3 m
注意報 津波注意報 0.5 m 1 m （なし） 20 cm ～ 1 m

○沖合で津波を観測した場合の情報の新設
沖合での津波観測情報を従来の観測情報とは別に新設

津波警報等の高さ予想の区
分を８段階から５段階にする

最大波は、観測した値が予想される高さに比
べて十分小さい場合は、定性的表現で発表

第１波としては、高さを発表せず、到
達した時刻と押し引きのみを発表

地震規模推定の不確定
性が大きい場合の津波
の高さは、数値なしの定
性的表現で発表

予想する津波の高さ
は、予想区分の高い
方の値を用いる

「最大波」は「これまでの最大波」として発表
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津波警報発表の流れ（東海・東南海・南海３連動地震発生の例）＜改善後＞

時間

地震
発生

巨大地震の判定をし、Mまたは当該海域で想定される最大M（３連動の
場合のM8.7）により津波警報第１報を発表

GPS波浪計、沖合水圧計、沿岸津波観測点の
データを監視 津波警報更新

津波警報更新

Mの算出

約３分 約１５分

Mwの算出
（広帯域強震計の強化）

約４０分

Mwの算出確認
（国外地震計データによる）

緊急地震速報 地震規模の推移を監視

沖合津波計

巨大地震の判定

改善による措置

茨城県

千葉県九十九里・外房

千葉県内房

伊豆諸島

小笠原諸島

相模湾・三浦半島

静岡県

愛知県外海

伊勢・三河湾

三重県南部

大阪府

兵庫県瀬戸内海沿岸

淡路島南部

和歌山県

岡山県

徳島県

香川県

愛媛県宇和海沿岸

愛媛県瀬戸内海沿岸

高知県

大分県瀬戸内海沿岸

大分県豊後水道沿岸

宮崎県

鹿児島県東部

種子島・屋久島地方

奄美群島・トカラ列島

鹿児島県西部

大東島地方

大津波の範囲

M8.0 和歌山県南方沖、Mj8.0 Mw8.7 Mw8.7

Mを8.7とした場合の予測

伊豆諸島

小笠原諸島

静岡県

三重県南部

和歌山県

徳島県

高知県

大津波の範囲
Mを8.0とした場合の予測

（注：最高は和歌山県

の８ｍ）
（注：下線は10m以上）



座長 阿部勝征 東京大学名誉教授
今村文彦 東北大学教授
岩田孝仁 静岡県危機管理部危機報道監
越智繁雄 内閣府参事官

（地震・火山・大規模水害対策担当）
片田敏孝 群馬大学大学院工学研究科教授
佐竹健治 東京大学地震研究所教授
高橋重雄 （独）港湾空港技術研究所理事長
谷原和憲 日本テレビ放送網報道局

ネットワークニュース部長
山口英樹 消防庁防災課長
山﨑 登 ＮＨＫ解説副委員長

座長 阿部勝征 東京大学名誉教授
副座長 田中 淳 東京大学大学院情報学環総合防災情報研究センター

長・教授
岩田孝仁 静岡県危機管理部危機報道監
内山研二 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会

(ＴＢＳラジオ＆コミュニケーションズ
制作センター ニュース情報部担当部長) 

梅原康司 須崎市地震・防災課長
越智繁雄 内閣府参事官

（地震・火山・大規模水害対策担当）
片田敏孝 群馬大学大学院工学研究科教授
越村俊一 東北大学大学院工学研究科准教授
近野好文 (財)日本気象協会専任主任技師

【気象振興協議会推薦】
酒井泰吉 日本放送協会報道局災害・気象センター長
佐竹健治 東京大学地震研究所教授
高橋重雄 (独)港湾空港技術研究所理事長
谷原和憲 (社)日本民間放送連盟災害放送専門部会委員

(日本テレビ放送網報道局
ネットワークニュース部長) 

平松 進 石巻市総務部防災対策課危機管理監
福島弘典 ＮＴＴドコモ災害対策室長

【電気通信事業者協会推薦】
山口英樹 消防庁防災課長
山田 守 釜石市市民生活部防災課長

＜参考＞津波警報の改善に関する有識者会合

○東北地方太平洋沖地震による津波被害を
踏まえた津波警報改善に向けた勉強会
（平成23年６月～９月、全３回）

○津波警報の発表基準等と情報文のあり方に関する
検討会
(平成23年10月～平成24年１月、全３回)
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